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2. 立地地域の範囲

原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法（以下「法Jとい

う。）第3条第 1項に基づく原子力発電施設等立地地域（以下「立地地域j と

いう。）は、原子力発電所が立地する玄海町、玄海町に隣接する唐津市、肥前

町、鎮西町及び玄海町の隣々接町である呼子町の 1市4町が指定されている。

、

原子力発電施設立地町 玄海町

隣接市町 唐津市、肥前町、鎮西町

隣々接町 呼子町

立地地域の範囲表 I-2
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立地地域位置図
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イ経済的条件

立地地域における主要な幹線道路は、福岡市及び長崎市と結ぶ国道202号、

佐賀市に延びる国道203号、さらに半島の海岸線に沿って周回する国道204号が

ある。

また、これらの国道を補完し、地域内を連絡するものとして、主要地方道

(6路線）、一般県道、幹線市町村道が道路網を形成している。

鉄道は、 JR九州の筑肥線、唐津線がそれぞれ唐津市から福岡市、佐賀市へ

の重要な経路となっているが、唐津市を除く 4町には鉄道路線はない。

港湾は、重要港湾である唐津港のほか、地方港湾が仮屋港（玄海町）、星賀

港（肥前町）、呼子港（呼子町）の 3港あり、それぞれ重要な役割を果たして

いる。

図II-2 立地地域交通網図

資料，佐賀県土木部『佐賀県管内道路網図jをもとに作成
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また、平成13年消費者購買動向調査（佐賀県商工会連合会・佐賀県商工会議

所連合会調べ）によると、唐津市は立地地域の中で大きな購買吸引力があり、

唐津市での買物比率は、肥前町が70.8%、玄海町が67.3%、鎮西町が62.2%、

呼子町が56.9%となっており、立地地域は唐津市を中心とした商圏・消費圏を

構成している。

ヰボ竺
玄海町

唐津市

肥前町

鎮西町

呼子町

表II-2 立地地域内の購買動向

玄海町 唐津市 肥前町 鎮西町 呼子町 その他

29.5% 67.3% 0.1% 1.8% 0.2% 1.1% 

0.0% 95.8% 0.0% 0.0% 0.1% 4.1% 

0.0% 70.8% 27.7% 0.2% 0.0% 1.3% 

0.2% 62目2% 0.0% 30.2% 0.0% 7.4% 

0.0% 56.9% 0.0% 2.0% 39.0% 2.1% 

資料佐賀県商工会連合会・佐賀県商工会議所連合会「消費者購買動向鯛査Jより作成

図II-4 立地地域内の購買動向
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ヰ訴を
玄海町

唐津市

肥前町

鎮西町

呼子町

表JI-4 立地地域内の通学状況

玄海町 唐津市 肥前町 鎮西町

146 166 4 。
(40.7叫） (46.2%) (1.1国） (0.0首）

54 2,930 4 39 
(1.3%) (70目7品） (O.l拍） (0.9百）

148 231 80 。

(29目2首） (45.7国） (15.8弛） (0.0弛）
15 175 。 126 

(4.2首） (49.6＇弛） (O目。略） (35.7首）
4 127 。 45 

(!.4略） (45.7%) (O.O首） (16.2弛）
質科崎務省］主計扇「国要綱蚕覇吾示事存成
※上段通学者数、下段，通学者割合

、 .！！.－••’、，

呼子町 その他 合計

。 43 359 
(0.0国） (12.0百） (100.0唱）

6 1,113 4,146 
(O.l首） (26.8弛） (100.0見）

2 45 506 
(0.4百） (8.9略） (100.0唱）

1 36 353 
(0.3且） (10目2略） (100.0百）

56 46 278 
(20.1国） (16.5略） (100.0%) 

図II-6 立地地域内の通学状況。地元齢者割合

ー四－＋通学者割合(10同以上）

一一一＋通学者割合（10%未満）

また、立地地域は、中国大陸や朝鮮半島に最も近く、古代から大陸との交流

の門戸として数多くの史跡や伝説に彩られている。

藩政時代には唐津藩として、県内他地域とは異なった特色のある歴史、文化、

風土を形成してきた。このため、現在でも唐津市と 4町との結びつきは強く、

唐津市は、その中核都市となっている。

さらに、立地地域の 1市4町は唐津・東松浦広域市町村圏組合に加入してお

り、消防、し尿処理、電算、介護保険等について一体的な取り組みが行われて

いる。
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イ 地域振興施策

a 半島振興

半島振興法に基づき、「東松浦地域Jとして、星連車、血盟E、五車E、鍾亘

E、堕壬Eの1市4町が指定を受けている。

この「東松浦地域Jと協議の上、佐賀県が平成7年12月に「東松浦地域半島

振興計画Jを作成し、その概要は次のとおりである。

名 称 東松浦地域半島振興計画

計画実施期間 平成7年4月1日～平成 17年3月31日

美しく変化に富んだ自然や、また、東アジアに近いなど

地域の魅力や特性を生かし地域内外との連携、交流を活発

にするため、交通施設等の基盤整備や各種都市機能、産業

基本的方向 拠点、住環境その他社会生活基盤の整備を進めるとともに、

福岡都市圏や佐賀都市圏との結びつきを強め、国内外との

交流拠点や情報発信地となりうる交流拠点都市地域の形成

を目指す。

0交通通信施設の整備：

周辺都市や高速交通施設へのアクセス改善、地域高規

格道路及び地域内道路網の整備と情報通信基盤の整備

0産業の振興－

消費者ニーズに即した農・水産業の多様な展開、工業

の高度化・企業誘致等による産業の振興

重点施策 0観光の開発：

玄海国定公園の美しい景観や歴史・文化の保存活用、

多様な観光ニーズに応えられる魅力ある観光・リゾート

ゾーンの形成

0水資源の開発・利用：

地域の実情に即し、長期的な視点に立った水資源の関

発、利用

nυ 
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c 離島振興

離島振興法に基づき、高島、神集島（以上、車違宣）、小）11島（!!ji_王監）、加

唐島、松島、馬渡島（以上、鐘亘~）、向島（Jru1Ill!i）が指定を受けている。

佐賀県は平成5年4月に「佐賀県離島振興計画Jを作成し、その概要は次の

とおりである。

名 称 佐賀県離島振興計画

計画実施期間 平成5年4月1日～平成 15年3月 31日

①離島航路の便数の確保と専用岸壁整備等の充実に努め

る。

また、架橋整備による神集島と本土との一体化の可能性

を探る。

②産業基盤である漁港施設整備の一層の充実、沿岸漁業の

基本的方針
整備、栽培漁業の推進を図るとともに後継者の育成・確

保に努める。

また、恵まれた観光資源を活用し、農・水産業と連携し

た観光開発を進める。

③上・下水道、ごみ・し尿処理施設等の拡充強化や余暇生

活に配慮した施設整備を進めるとともに、在宅福祉サー

ピス等の充実を図る。

①離島航路の確保・整備

②情報・通信体系（共同受信施設）の整備

③魚礁設置、増殖場造成、海洋牧場造成等の沿岸漁場整備や

重点施策
放流の推進・観光農業・離島観光の振興等

④防風林造成、水源地域整備、急傾斜地崩壊対策事業等の

国土保全施設の整備

⑤水道施設の拡充整備、下水道整備、小規模ダム・溜池の

整備等
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イ 地域の経済的な産業立地特性

立地地域において最も特徴的な点は、玄海固定公園の美しい自然や、中国大

陸と朝鮮半島にわが国で最も近いという立地性から、古くより大陸との交流に

より栄えてきた歴史をもち、数多くの歴史的文化遺産が存在するなど、立地地

域固有の資源が豊富に存在することが挙げられる。

代表的な自然・景観資源としては、虹の松原（唐津市）や七ツ釜（天然記念

物、唐津市）、いろは島（肥前町）などが、歴史・文化資源としては、名護屋

城跡（特別史跡、鎮西町）、唐津城（唐津市）、唐津くんち（唐津市）、唐津焼

（唐津市）などが挙げられる。これらの地域固有の資源に加え、呼子朝市（呼

子町）、玄海エネノレギーパーク（玄海町）、ぼたんと緑の丘（肥前町）など多種

多様な観光資源が立地地域全体にわたり点在している。

また、立地地域の豊富な資源、と農水産業とが連携し、ざる豆腐、甘夏ゼリー、

松浦演、あじの開きをはじめとする各種農水産加工品が特産品として開発され、

立地地域の魅力を向上させている。

この特産品に関して、立地地域の代表的な海の幸であるイカを例にとって見

ると、水揚げされたイカは、朝市等で生イカとして販売されるのはもとより、

新鮮な活造りなどで飲食店の人気メニューとして提供される。さらに、イカし

ゅうまい等に加工して特産品化することにより、観光客を対象としたみやげ物

として販売されるなど、さまざまな形で観光収益へと結びついており、地元の

経済効果に結びついている。このように、立地地域では1つの資源が第1次産

業から第2次産業、第3次産業の全ての産業に関わってきているものが多い。

地域固有の資源を地元産業等と連携させ、有効活用する取り組みを進め、地

域の活性化につなげていくことが重要であり、加えて、立地地域は県内有数の

観光地であるため、福岡都市圏をはじめ各地から多くの観光客が訪れており、

地域固有の資源を有機的な連携により今後一層の相乗効果が期待される。

さらに、福岡市から唐津市を経て長崎市へ通じる西九州、出動車道整備や唐津

市と佐賀市を結ぶ佐賀唐津道路整備等の計画・構想が進みつつあり、これらの

実現により広域的なネットワークが形成され、地域内外における活発な交流が

促進されることとなり、立地地域における経済的波及効果が期待される。
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ウ 各種総合計画における立地地域の位置づけ

a 全国総合開発計画「21世紀の国土のグランドデザイン」

〔目標年次〕平成22～27年（2010～2015年）

国は、 21世紀における精神的豊かさを重視した多軸裂の国土構造を形成する

ことを目指し、自立の促進と誇りの持てる地域の創造、国土の安全と暮らしの

安心の確保、恵み豊かな自然の享受と継承、活力ある経済社会の構築、世界に

関かれた国土の形成を基本的課題に掲げている。

また、計画の実現に向けた取り組みとして「参加と連携」による国土づくり、

国土基盤投資の計画的推進、制度・体制の整備を掲げ、特に地域づくりに当た

っては、園、地方自治体、住民等の多様な主体の責任ある参加や地域間の連携

の推進の必要性を示している。

地域別整備の基本方向において、九州地域は、「アジアと一体化して発展す

る九州Jとして位置づけられ、アジアを強く意識した広域国際交流圏を形成し、

アジアとの経済、文化等の幅広い交流と連携を推進し、域内の一体的発展に配

慮しながら多自然居住地域の創造と個性的で魅力的な都市圏の整備を進めると

ともに多様な交流と連携を行う地域連携軸を展開し、都市の利便性と豊かな自

然とを同時に享受できる地域を全域に拡大することを目指すとしている。

施策の展開方策として、九州の地理的・歴史的特性を生かした広域国際交流

圏の形成、農林水産業や観光等の振興を通じた多自然型居住地域の創造、交通

基盤、生活基盤、高度な情報通信基盤の整備等が掲げられており、地域の活性

化を図るとしている。

b 九州地方開発促進計画（第5次）

〔目標年次〕平成 22～27年（2010～2015年）

九州地方開発促進計画においては、「唐津・東松浦地方拠点都市地域Jにつ

いて、「多自然居住地域j の拠点としての整備を推進し、地域の自立に向けた

拠点性の向上を図るべき地域とされている。

また、同地域内の名護屋城等の史跡について、周辺地域と一体となった歴史

的風土の保全と活用を積極的に推進するとともに、「玄界灘沿岸Jについては、

自然景観を保全しつつ、総合保養施設の形成を図るとともに、豊かな自然や歴

史的遺産を生かした魅力ある地域づくりを進めることとされている。

no 





佐賀県全体

人口及び産業の推移と動向

人口の推移と今後の見通し

平成12年国勢調査によると立地地域の人口は108,613人で、

(876, 654人）の12.4%を占めている。

年齢構成別に見ると、 14歳以下の年少人口が18,235人（16.8%）、 15～64歳

の生産年齢人口が67,806人（62.4 % ）、 65歳以上の老年人口が22,562人

(20. 8%）となっており、佐賀県全体の構成（年少人口16.4%、生産年齢人口

63.1%、老年人口20.4%）と比較すると生産年齢人口が下回り、逆に年少人口

及び老年人口が上回っている。

② 

立地地域の人口構成（平成 12年）

玄海町｜唐津市 肥前町 鎮西町 呼子町 立地地域 佐賀県
男 605 6,866 777 677 499 9,424 74,141 

年少人口 女 557 6,515 657 614 468 8,811 69,887 

(14歳以下） 1,162 13,381 1,434 1,291 967 18,235 144,028 
小計 (16.6百） (16.9帖） (15.7略） (17.4略） (15.7弛） (16.8%) (16.4弛）

ι4% 73.4% 7.9% 7.1% 丘3% 100.0% 
男 2,336 23,893 2,698 2,187 1 789 32,903 269,170 

生産年齢人口 女 2,012 26,240 2,686 2,138 1,827 34,903 284,181 

(15～64歳） 4,348 50,133 5,384 4,325 3,616 67,806 553,351 
小計 (62.2弛） (63.5首） (59.0岨） (58.4略） (58. 7%) (62.4唱） (63.1弛）

丘4% 73.9.覧 7.9% 6.4：弛 5.3% 100.0% 
男 613 6,070 981 725 580 8,969 70,978 

老年人口 女 863 9,351 1,326 1,061 992 13,593 108,154 

(65歳以上） 1,476 15,421 2,307 1,786 1,572 22,562 179,132 
小言十 (21.1弛） (19.5略） (25.3弛） (24.1首） (25.5弛） (20.8%) (20.4弘）

丘5% 68.3% 10.2% 7.9：革 7.0% 10白.0%
6,986 78,945 9,125 7,402 6,155 108,613 876,654 

合計 (100.0弛） (100.0百） (100.0也） (100.0百） (100.0%) (100.0弛） (100.0百）
6.4！覧 72.7% 8.4% 丘8% 5‘ 7~品 100.0% 

（単位人）

表Eー 7

資料総務省統計局「国勢調査報告」
※合計値には、年齢不詳を宮む

※合計及び小計上段人口、中段：自治体内比率、下段：立地地域内比率

立地地域の人口構成（平成 12年）
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図II-9 人口の推移と今後の見通し
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表II-9 人口の増加率

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年
100.0 100.5 102.6 

100.0 103.3 104.7 

100.0 100.2 98.8 

100.0 99.8 96.2 

100.0 104.3 102.2 

100.0 102.6 103.l 

100.0 103.3 I 105.1 

資料総務省統計局『国勢調査報告jより作成
※昭和50年を100とした場合の増減率を示す。
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105.3 

95.1 

92.2 

99.2 
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図Eー10 人口の増加率
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ii 産業構造、各産業別の現況と今後の動向

平成12年国勢調査によると、立地地域における就業人口総数は52,654人で、

第 1次産業が6,721人（12.8%）、第2次産業が13,616人（25.9%）、第3次産

業が32,227人（61.2%）となっており、佐賀県全体の構成（第1次産業11.5%、

第2次産業27.5%、第3次産業60.8%）に比べ、第1次産業と第3次産業の割

合が高くなっている。

第1次産業では、唐津市を除く 4町が18.9%から29.5%と非常に高くなって

おり、県平均を大きく上回っている。その中でも特に農業の占める割合が高く、

呼子町を除く 1市3町で農業が高い割合を占めており、立地地域が佐賀県を代

表する畑作地帯であることの一端が窺える。

第2次産業では、玄海町と肥前町において県平均を上回っているが、残りの

1市2町では下回る結果となっている。

第3次産業では、唐津市が67.3%と県平均を大きく上回っているのに対し、

残りの4町は38.8%から57.8%と県平均を下回っている。特に第3次産業の特

徴としては、卸売・小売業・飲食店およびサービス業の占める割合が高くなっ

ている。

第1次
産業

第2次
産業

第産3業次

表Eー11 立地地域の産業別就業人口（平成12年）

玄海町

農業 803 

林業 13 

漁業 142 
958 

小計 (25.7略）
14.3% 

鉱業 9 

建般業 843 

製造業 280 
1,132 

小計 (30.3略）
丘3%

卸売・小売業・飲食店 457 

金融・保険業 24 

不動産業 2 

運輸・通信業 94 

電気・ガス・熱供給・水道業 230 

サービス業 732 

公務 103 
1,642 

小計 (44.0見）
正1%
3,732 

合計 (100.0百）
7.1% 

資料ー総務省統計局r国勢調査報告」

※合計値には、分類不能を含む

唐津市

2,433 

5 
450 

2,888 
(7.6胃）
43.0% 

87 

4,597 

4,779 
9,463 

(24.9事）
69.5% 
9,317 

819 

156 

l,941 

648 

11,168 
1,536 

25,585 
(67.3唱）
79.4% 
38,024 

(100.0%) 
72.2% 

肥前町 鎮西町 呼子町

968 695 170 。 6 。
331 320 385 

1,299 1,021 555 
(29.5%) (28.7唱） (18.9首）
l且3% 15.2% 8.3% 

18 7 12 

736 625 366 
643 308 306 

1,397 940 684 
(31.7略） (26.5略） (23.3見）
10.3% 丘9% 5.C鴻

619 512 710 
27 28 26 

4 2 

255 164 150 

15 12 7 
683 755 709 
105 119 97 

1,708 l,591 l,701 
(38.8略） (44.8略） (57.8首）
5.3% 4旦% 5.3% 
4,404 3,553 2,941 

(100.0耳） (100.0弛） (l00.0也）
丘4% 6.7% 五6%

※合計及び小計上段就業人口、中段自治体内比率、下段立地地域内比率
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（単位：人）

立地地域 佐賀県

5,069 43,948 
24 365 

1,628 5,288 
6,721 49,601 

(12.8且） (11.5紛
100.0% 

133 503 
7,167 47,286 

6,316 70,739 
13,616 118,528 
(25.9品） (27.5首）
100. 0% 

11,615 91,104 

924 9,956 

165 1,736 

2,604 21,914 

912 2,753 

14,047 116,424 

1,960 18,520 
32,227 262,407 
(61.2略） (60.8略）
100.0% 
52,654 431,457 

(100.0也） (100.0幼
10且O軍





表Eー13 人口 1人あたり純生産額（平成 11年度）
（単位：千円／人）

第1次産業

第2次産業

第3次産業

総額

玄海町 唐津市 肥前町 鎮西町 呼子町 立地地域
194 49 224 270 130 93 

809 575 447 556 566 579 

8,020 1,714 861 1,054 1,370 2,007 

9,005 2,270 1,519 1,818 2,028 2,620 
資料佐賀県統計課「市町村民経済計算報告書J、『佐賀県人口移動調査Jより作成

※総額は帰属利子を控除後の数値

佐賀県

82 

853 

1,680 

2,538 

玄海原子力発電所の 1号機が運転を開始した昭和50年においては、就業人口

総数は50,658人で、第 1次産業が13,519人（26.7%）、第2次産業が10,885人

(21. 5%）、第3次産業が26,128人（51.6%）であり、これらと比較すると過

去25年間における第1次産業の減少と第3次産業の増加という傾向を示してお

り、今後もこの傾向が続くものと見込まれる。

昭和50年以降平成7年までは、就業人口総数がほぼ順調に増加傾向を示して

いたが、それ以降は減少に転じている。自治体5'JIJに見ると、玄海町と唐津市は

平成7年以降の減少があったにもかかわらず、昭和50年と比較して就業人口が

増加している。中でも、玄海町の場合、人口が減少傾向であるにもかかわらず、

就業人口が増加しており、これは、原子力発電所の建設開始に伴い、関連する

産業等に雇用の機会が増加したことによるものと推測される。

表Eー14 就業人口の推移
（単位：人）

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年

玄海町 3,661 3,754 3,834 4,034 4,446 3,732 

唐津市 34,750 36,992 36,380 37,536 39,049 38,024 

肥 前 町 5,119 5,495 5,216 5,014 4,888 4,404 

鎮 西 町 3,997 4,294 4,013 3,980 3,863 3,553 

呼子町 3,131 3,367 3,308 3,200 3,272 2,941 

立地地域 50.658 53 902 52 751 53 764 55.518 52,654 

佐賀県 397,097 419,548 419,636 426,775 443,037 431,457 
資料：総務省統計局「国勢調査報告J
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玄海町

第l~産費

第2次産業

第3次産業

唐津市

第l次産業

第2次産業

第3次産業

肥前町

第1次産業

第2次産業

第3次産業

鎮西町

第l次産業

第2次産業

第3次産業

呼子町

第l次産業

第2次産業

第3次産業

立地地域

第1次産業

第2次産調

第3次産業

佐賀県

第1次産業

第2次産業

第3次産業

表Eー16 産業構造の推移

昭和50年 昭和55年

3,661 3,754 

1,959 (53.5) l, 709 (45.5) 

818 (22.3) 960 (25.6) 

880 (24.0) 1,083 (28.8) 

34,750 36,992 

5,687 (16.4) 5,192 (14.0) 

7 ,559 (21.8) 8,391 (22. 7) 

21,416 (61.6) 23,396 (63.2) 

5,119 5,495 

2,809 (54.9) 2,620 (47.7) 

l,070 (20.9) 1,315 (23.9) 

1,224 (23.9) l, 558 (28.4) 

3,997 4,294 

2,113 (52.9) 2,045 (47.6) 

783 (19.6) 981 (22.8) 

1,095 (27.4) 1,262 (29.4) 

3,131 3,367 

951 (30.4) 1,029 (30.6) 

655 (20.9) 760 (22.6) 

1,513 (48.3) 1,578 (46.9) 

50,658 53,902 

13,519 (26.7) 12,595 (23.4) 

10,885 (21.5) 12,407 (23.0) 

26,128 (51.6) 28,877 (53.6) 

397,097 419,548 

102,632 (25.8) 89,583 (21.4) 

104,657 (26.4) 115,588 (27 .6) 

188,955 (47.6) 214,132 (51.0) 

資料総務省統計局「国勢調査報告J
※合併値には、分類不能を含む

昭和60年 平成2年

3,834 4,034 

1,456 (38.0) 1,290 (32.0) 

1,064 (27.8) 1,321 (32.7) 

1,314 (34.3) 1,423 (35目3)

36,380 37 ,536 

4,524 (12.4) 3,952 (10.5) 

8,454 (23.2) 9,319 (24.8) 

23,381 (64.3) 24,249 (64.6) 

5,216 5,014 

2,135 (40.9) 1,821 (36.3) 

1,507 (28.9) 1,565 (31.2) 

1,569 (30.1) 1,628 (32.5) 

4,013 3,980 

1,728 (43目1) 1,465 (36.8) 

995 (24.8) 1,074 (27.0) 

1,284 (32.0) 1,440 (36.2) 

3,308 3,200 

946 (28.6) 825 (25.8) 

824 (24.9) 834 (26.1) 

1,534 (46.4) 1,541 (48.2) 

52,751 53,764 

10, 789 (20.5) 9,353 (17 .4) 

12,844 (24.3) 14,113 (26.2) 

29,082 (55.1) 30 281 (56.3) 

419,636 426,775 

79,005 (18.8) 66,142 (15.5) 

116,497 (27.8) 124;120 (29.1) 

223,838 (53目3) 236,360 (55.4) 
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（単位：入、%）

平成7年 平成12年

4,446 3,732 

1,140 (25.6) 958 (25.7) 

1,693 (38.1) 1,132 (30.3) 

1,613 (36.3) 1,642 (44.0) 

39,049 38,024 

3,325 (8.5) 2,888 (7.6) 

10,628 (27.2) 9,463 (24.9) 

25,012 (64.1) 25,585 (67.3) 

4,888 4,404 

1,555 (31.8) 1,299 (29.5) 

l, 625 (33. 2) 1,397 (31.7) 

l, 705 (34. 9) l, 708 (38.8) 

3,863 3,553 

1,200 (31.1) 1,021 (28. 7) 

1,105 (28.6) 940 (26.5) 

1,556 (40.3) 1,591 (44.8) 

3,272 2,941 

728 (22.2) 555 (18.9) 

869 (26.6) 684 (23.3) 

1,675 (51.2) 1,701 (57.8) 

55,518 52,654 

7 ,948 (14.3) 6,721 (12.8) 

15,920 (28.7) 13,616 (25.9) 

31,561 (56.8) 32,227 (61.2) 

443,037 431,457 

56,788 (12.8) 49,601 (11.5) 

129,952 (29.3) 118,528 (27 .5) 

255,991 (57.8) 262,407 (60.8) 





図Eー13 財政力指数の推移
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(2）問題点の整理

① 交通施設及び通信施設の整備

【道路】

道路は、広域的な交流を促進し、農水産業や観光などの地域産業を活性化さ

せるとともに、生活圏中心都市と周辺地域、隣接する地域聞を連絡し、日常生

活の安全性確保や利便性向上を図る、最も基礎的な社会資本である。

立地地域については、高規格幹線道路などの高速交通網から遠隔地にあり、

高次医療機関や行政機関などが集中する佐賀市から県内で最も遠い地域でもあ

る。国道、県道、市町道を含めた改良率は、県平均を上回っているが、当地域

の道路網の軸となる高規格幹線道路やそのアクセス道路の整備が必要である。

また、立地地域は唐津市を中心とした生活圏を形成しているが、地域内の道

路は複雑な海岸線と起伏のある台地上を通っているため、狭陰部、急峻部、急

カーブ等が多いことから、唐津市の中心市街地と周辺地域の連絡道路や地域聞

の連絡道路を安全で使いやすいものに整備する必要がある。

さらに、立地地域は玄海国定公圏内に位置し、自然はもちろん歴史や文化に

あふれる豊富な観光資源を有することから県外からの観光客も多く、連絡する

道路については、ゆとりや個性のある整備が必要である。

【鉄道その他】

立地地域においては、唐津市を中心とした放射状の交通ネットワークが構築

されており、住民生活を支える「生活基盤」として、重要な役割を担っている。

唐津市を起点とする JR筑肥線及び唐津線は、福岡市及び佐賀市、伊万里市

との地域間交流を担う極めて重要な幹線鉄道であり、一層の輸送力増強、高速

化等を図るため、単線あるいは一部非電化となっている区間の整備について、

地域において検討を進める必要がある。

また、乗合パスは、地域住民の日常生活を支える公共交通機関として大きな

役割を果たしており、利用者ニーズに応じた路線の設定や運行の改善を図ると

ともに、ノンステップパス等の低床パスの導入を促進していく必要がある。

さらに、立地地域内の7つの有人離島と本土とを結ぶ離島航路は、必要不可

欠な生活交通であり、その維持・改善を図るとともに、運航の安全確保と利便

性の向上のため、船舶の近代化・バリアフリー化を進めてし、く必要がある。

【情報通信】

地域に密着した情報提供や住民と行政が双方向で情報交換できるシステムの

構築は、生活における利便性やサーピスの向上につながるだけでなく、近年、
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幽働組昆

ど期待できない状況となっている。このような状況の中で、商店街の再生を図

るためには、豊富な観光資源の活用など観光客等を見据えた新事業の分野を切

り拓いていく必要がある。

一方、立地地域における製造業の業種構成は、農水産物加工などの食料品が

製造品出荷額等の約半分を占め、機械金属、陶磁器産業がそれに続く構造とな

っている。

佐賀県全体に占める立地地域の製造品出荷額等の割合は、年々減少し、平成

12年の工業統計では6.7%となっており、これは工業集積の低さと、産業の高

度化・高付加価値化の遅れによるものである。

長引く景気低迷、消費者ニーズの高度化・多様化、外国製品との競合激化な

ど、社会経済環境の変化に対応し、立地地域の産業の活力を維持し、向上させ

ていくためには、新製品・新技術の開発、顧客の視点に立った付加価値の高い

商品やサービスを提供するとともに、新事業への展開、新規創業の促進がます

ます必要になっている。

③ 生活環境の整備

当該地域の一部地域においては水道未普及地域があるため、その解消を図り、

また、水道施設の多くは、中小規模で、あり老朽化しているため、今後は、施設

の更新や広域化に向けた統合が必要である。

また、生活水準の向上に伴う水需要の増加により、水資源の確保も必要にな

っている。

さらに、住環境の改善を図るため、下水道等の整備を早急に進める必要があ

る。

④高齢者の福祉その他の福祉の増進

【高齢者福祉】

平成14年10月における立地地域の高齢化率は21.9%で県平均（21.4%）より

高くなっており、今後も、少子化や若年層の人口流失等により、さらに高齢化

（特に、後期高齢者の増加）が進むことが予想される。これに伴い、寝たきり

や痴呆など介護や支援を必要とする高齢者が急増することが見込まれるため、

介護サービスの基盤整備を図るとともに、自立に不安のある高齢者等も安心し

て生活できる体制を整備する必要がある。

また、介護を要しない元気な高齢者が、地域社会の中で自らの経験と知識を

生かして積極的な役割を果たしながら、健康で生きがいを持って活躍できるよ

うにしていく必要がある。
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⑥教育及び科学技術の振興

【公立小中学校教育施設】

小中学校の教育施設については、小中学校が児童・生徒の学習・生活の場で

あると同時に、災害発生時には、地域住民の避難所として位置づけられるなど、

防災上の観点からも極めて重要な役割を担っており、より高い安全性が求めら

れる。

このため、建築後相当の年数が経過し、老朽化が進んでいる校舎などについ

ては、耐久性の確保を図るための改修工事が必要である。

また、耐震性能の劣る校舎などについては、順次補強工事を実施する必要が

ある。

【集会施設、体育施設、社会教育施設等】

地域の住民がボランティア活動や伝統行事などを行う中で、子供たちが社会

のノレールなどを学ぶことは重要である。

また、より多くの人が、生涯を通じてスポーツ、文化、趣味、レクリエーシ

ヨン、ボランティアなどの学習活動を行うことができるよう、学習機会の充実

を図ることが重要で、ある。

これらの活動の場として、集会施設、体育施設、社会教育施設等の活用が大

切であり、地域の実情に応じて整備する必要がある。

【科学技術】

科学技術は、産業活動をはじめ、福祉、環境から文化等に及ぶ社会経済の発

展の基盤であり、社会経済の発展に果たす役割は、ますます重要になっている。

こうした中、立地地域においても、「青少年のための科学の祭典2002玄海大

会Jに見られるように、主体的、自主的な活動が芽生えており、今後より一層

個性豊かな地域となるよう、地域の特性を踏まえながら、科学技術の振興を図

っていく必要がある。

-34ー





一一

③ 肥前町

名 称、 肥前町第3次総合計画

計画実施期間 平成 14年度～平成 23年度

4寺 来 像 人・自然・文化ふれあい共生のまち肥前

0健康福祉のまちづくり
〔福祉、保健、医療、社会保障］

0快適環境のまちづくり
〔環境保全、環境衛生、住宅、交通・情報通信基盤、防災〕

基本施策 0町民主役のまちづくり
〔施策内容〕 ［コミュニティ活動、人権対策、まちづくり参画〕

0文化創造のまちづくり
［生涯学習、教育、芸術・文化、スポーツ、交流〕

0産業振興のまちづくり
〔農水産業振興、商工業振興、観光振興、雇用対策〕

④鎮西町

名 称 第三次鎮西町総合計画

計画実施期間 平成 12年度～平成 21年度

将 来 像 海と大地とロマンが交わる西のまほろぱ・鎮西

0美しく快適なちんぜい
［生活環境、定住促進、環境衛生〕

0やさしく健やかなちんぜい
〔福祉、保健、医療、社会保障〕

0歴史と創造性が光るちんぜい
基本目標 〔生涯学習、生涯スポーツ、教育、芸術・文化、交流〕

〔施策肉容〕 0豊かで活力に満ちたちんぜい
［農林水産業振興、商工業振興、観光振興、雇用対策〕

0定住と交流を育むちんぜい
〔交通・情報通信基盤、防災、安全対策〕

0共につくるちんぜい
［コミュニティ活動、行財政〕
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(2）立地地域振興の基本理念と将来像

長引く景気の低迷、少子・高齢化の進行、価値観・ライフスタイルの多様化、

環境に対する意識の高まり、本格的な高度情報化の進展、産業構造の転換、国

際交流の活発化、地域の連携と分権型社会の到来など立地地域を取り巻く社会

経済環境は大きく変化しており、立地地域の振興を考える上では、地域の特性

を十分に生かした新たな地域づくりの方向性を見出していく必要がある。

これまで、立地地域の 1市4町はそれぞれが有する特性を生かし、課題に対

して個別に解決・改善策に取り組んできており、電源三法交付金等の活用によ

り、公共施設等の社会資本整備や産業の振興等の各種地域活性化策を展開して

きたところである。今後は、各自治体の総合計画からも窺えるように、立地地

域が一体としての発展を目指すために、広域的な視点から地域の発展ポテンシ

ヤノレを見出し、それを最大限に生かすべく効果的かっ効率的な施策の展開、実

施が必要となっている。

また、立地地域は、風光明婦な自然景観、多彩な歴史的・文化的遺産、個性

豊かな各種イベントなど多種多様な観光資源及び農業、漁業の特産品など豊富

な資源に恵まれている。これらの地域の財産とも言える豊かな資源、を守るとと

もに、地域が誇りを持って未来に継承していくためには、地域が一体となって

取り組み、さらに発展させるという積極的な姿勢が重要で、あり、そのことが地

域の活力増大にも繋がると言える。

以上のことから、時代の新たな変化を踏まえ、立地地域が自立的かっ持続的

な発展を遂げるためには、それぞれの役割分担・機能分担を明確にしながらも、

これまで以上に広域的な視点から、様々な連携を図り、活力と魅力あふれる地

域づくりを推進することが重要である。

こうした視点は、立地地域を対象とした東松浦地域半島振興計画等において

も示されているところであり、それらの基本的方向も踏まえ、立地地域におけ

る基本理念を次のように定め、地域の振興を図っていくものとする。
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(3）立地地域の振興の基本方向と施策目標

立地地域共通の問題点等を踏まえ、立地地域振興の基本理念と将来像の実現

を図るため、「立地地域の振興の基本方向」及び「立地地域の振興の施策目

標Jを定め、振興計画における各施策を体系的に整理する。

立地地域の姿

私
圃人口（Hl2) 

・就業人口（Hl2) 

冨特徴

108, 613人（ 0～14・168%、15～64:62.4弘、 65～.20. 8%) 

52, 654人（第1次・ 12.8%、第2次・ 25.9%、第3次： 61.2%i 

豊富な資源（自然、歴史、文化等）に恵まれた地域

立地地域の問題

0交通網の盤備不足
O唐樟市内の経済的集中
O地域産業の低迷
0人口の減p

三
1市4町の総合計画

O交通・情報通信基盤整備
O産業振興
0生活環境・防災対策
O福祉対策
0教育環境整備

社会経済の変化

O長引く景気の低迷
0価値観.717スタイルの多様化
O環境に対する意臓の高まり
O本格的な高度情報化の進展
O産業構造の転換
0国際交流の活発化
O地域連携と分権型社会の到来

0少子・高齢化の進行

o：：：：：：~.整備水準が低い 11111111 

立地地場の課題

。広域交通網の整備
O生活交通の維持・確保
O情報基盤の整備
0産業の高度化
O地域賢源との連携による
新たな産業の展開

O生活環境基盤の整備
0利用者のエーズに応じた
福祉サーピス提供体制の整備

O災害に強いまちづくりの推進
0防災体制の充実・強化
O教育施股の安全性確保
O社会教育施股等の整備・充実

立地地績の基本理念

立地地域の位置づけ

九州地方開発促進計画制11.3)

O多自然居住地域の拠長
O地績の自立に向けた拠点性の向上
O豊かな自然や歴史的遺産を生かし
た魅力ある観光地づくりや観光レ
クリェーション拠点の整備

佐賀県総合計画刷＂ 12)

『豊かな自然と歴史が織りなす海・
陸の交流槌点」

0豊かな自然や歴史・文化を生かし
た観光等の振興や快適な都市空
問・生活空聞の整備を図り、入、
産業、情報が流入しやすい魅力あ
る地域づくりを進める．

0佐賀都市固との連携を強化し、福
岡都市簡との交流を拡大すること
により、百九lttの拠点都市として
発展を目指す．

東松浦地域半島振興計画（HJ.12) 

0地織の魅力や特性を生かし地域内
外との連携、交流を活発にする．

0国内外との交流拠点や情報発惜地
となりうる交流拠点都市地域の形
成を目指す。

連携と交流による活力と魅力にみちた地域づくり

立地地域の将来像

豊かな自然と歴史・文化が輝く 活力と魅力あふれる広域交流圏域

賑わいのある

地域交流づくり

交通・情報基盤整備による

広域約トワーウの充実・強化

立地地域の振興の基本方向

活力ある個性豊かな

産業づくり

立地地域の振興の施策目標

地域資源を活用した
新たな産業の創出・展開
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魅力ある安心・快適な
環境づくり

安心して快適に暮らせる

生活環境の形成





l寺本万円？：平均？目白戸！？主義空？？－；鰍：t
産業の振興は、就業の場の創出につながり、人口の流出に歯止めをかけ、定

住人口の確保に結びっくことから、地域の活力や魅力の向上につながり、地域

の自立を図っていくうえで極めて重要なものである。

立地地域内の産業は全体的に低迷の傾向にあるが、地域としての発展を目指

すためには、地域の特性を十分に生かした産業の高度化、地域ならではの産業

の育成、体質の改善等を図る必要がある。

立地地域は、県内有数の畑作地帯であり、上場台地を中心に生産される作物

は、市場から高い評価を得ている。

しかし、全般的な傾向として、担い手不足や高齢化等の問題を抱えており、

将来にわたり市場からの高い評価を維持していくためには、担い手の育成・確

保を図るとともに、産地の拡大や経営体質の強化等を図る必要がある。

また、数多くの資源、に恵まれ、県内有数の観光地でもある立地地域では、こ

れらの資源と地元産業がうまく連携し、一次産品の加工特産品の開発が行われ

ているところであり、さらに新たな地域特産品の発掘とともに、農水産加工品

の開発を進め、朝市や直売所を通じた販路拡大に取り組み、地域ならではの新

たなアグリビジネスを展開することが重要である。

さらに、近年の体験型観光に対するニーズに対応し、体験農園や農家民宿等

のグリーンツーリズムを推進させるなど観光との連携強化による農業資源の多

目的利用を図る必要がある。
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このような取組みを行い、他地域にはない活力ある個性豊かな産業づくりを

進める。
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立地地域振興の基本施策

立地地域の振興の「基本方向j 及び「施策目標Jに基づき、各分野の施策に

取り組んでいくこととする。

m 基幹的な道路、鉄道、港湾等の交通施設及び通信施設の整備

1 .交通施設及び通信施設の整備の方針

(1) 交通施設

交通施設の整備については、立地地域が東松浦半島部に位置し、唐津市を中

心とした生活圏が形成されていることや、高規格幹線道路などの高速交通網か

らは遠隔地にあること、玄海固定公圏内に位置し、地域内に豊富な観光資源を

有することなどの現状を踏まえて行う。

周辺地域から生活圏中心都市である唐津市の中心市街地への連絡道路や地域

内の町相互を連絡する道路の整備により、通勤通学など日常生活の安全性確保

や利便性向上を図る。

また、高規格幹線道路である西九州自動車道やそのアクセス道路の整備、半

島を周囲し地域内を連絡する道路の整備により、広域的な交流を促進し、農水

産業や観光など地域産業の活性化を図る。

さらに、立地地域内における住民の日常の足として機能している JR筑肥

線・唐津線の機能強化をはじめ、地域の実情に応じたパス路線の設定や運行の

改善、船舶近代化等の離島航路の整備を促進し、安全で快適な生活圏交通網を

整備することが必要である。

(2）電気通信施設

県民・企業が ITのメリットを享受できる社会を実現するために、電気通信

事業者の整備する光ファイバ網や移動通信網など地域の実情に即した電気通信

施設の整備を推進するとともに、県において国土交通省の情報ボックスに光フ

ァイパを敷設して大容量幹線網の整備を図り、ラストワンマイルについては全

国的に普及率が高いケーブルテレビ網を活かし、市町村（第三セクターを含

む）が中心となって整備を推進して行く。

2. 基幹的な道路の整備

(1) 高規格幹線道路の整備

福岡、佐賀、長崎三県を連絡し、九州北西部地域の一体的発展を図り、立地
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公共交通機関として大きな役割を果たしており、特に障害者、高齢者、学童等

にとって必要不可欠なものとなっている。

このため、地域住民の日常生活に必要な路線及び便数の維持・確保に努める。

また、立地地域内にある 7つの有人離島と本土とを結ぶ離島航路は、年間52

万人が利用するなど、いわば「海の道路」として極めて重要な役割を担ってお

り、その維持とともに、老朽化した船舶の近代化やノ〈リアフリー化を進めてい

く。

さらに、災害時における住民避難、物資輸送等の交通手段の確保という観点

からも、鉄道やパス路線、離島航路等の公共交通機関の整備促進を図る。

5. 交通安全対策

立地地域内の交通安全対策については、高齢者や障害者等の使いやすさに配

慮し、通勤、通学などの日常生活の安全性を確保するとともに、観光客の安全

性の確保にも配慮した歩道等の施設整備を行う。

6. 港湾の整備

立地地域内には重要港湾1港（唐津港）、地方港湾3港（仮屋港、星賀港、

呼子港）があり、貨物取扱いの拠点港、離島航路や遊覧船の発着港等として、

利用がなされている。

今後、それぞれの港湾の機能強化を図るため、唐津港では物流・生産・レク

リエーション機能を有する総合的な港湾としての再開発、星賀港では岸壁・防

波堤の整備、呼子港では離島航路や遊覧船の集約化に伴う整備など、港湾の特

性に応じた整備を推進する。

7. 電気通信施設の整備

立地地域内における住民の生活環境の向上や、産業の振興、行政情報・防災

情報等を提供することにより地域の振興を図るため、唐津市における既存ケー

ブルテレビ組合の光ファイパによるネットワーク化や、玄海町、呼子町、鎮西

町、肥前町におけるケーブソレテレピ施設を整備する。

8. 情報化の推進

電気通信施設の整備とともに、各種申請の電子化、ワンストップサービスの

実現など電子自治体に向けたシステムの整備や、地域住民の情報リテラシー

（情報活用能力）の向上、高齢者なども容易に利用できる環境整備を進める。
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付加価値向上、市場統合・共同集出荷体制の整備などにより流通・加工体制の

整備と消費の拡大を図る。

さらに、これらの施策を下支えする漁場、漁港、漁村の水産基盤の整備を推

進し、もって多面的な魅力を持った漁村づくりを推進する。

3. 農道の整備

広域営農団地農道整備事業をはじめとする各種事業により基幹的な農道の整

備がなされているが、ほ場と基幹的な農道をつなぐ支線農道や、ほ場内農道の

整備が立ち遅れているため、機械化や作業の省力化が十分に進まず、農業の振

興を図るうえで課題のひとつとなっている。

このため、こうした農道の整備を行い、基幹的な農道と連絡させることによ

り、生産コストの低減、農作業の省力化・機械化の促進を図る。

4.地域産業の高度化・高付加価値化と起業の促進

産学官連携、県内企業への支援機能・体制の充実強化により、技術力、研究

開発力、マーケティングカ等の向上を図り、社会経済情勢の変化にも的確に対

応できる企業の育成を進め、地域産業の一層の高度化・高付加価値化、県内企

業の新分野・新事業への展開を促進する。

また、起業家の育成や新規創業支援、起業家・企業同士の交流の促進などに

より、起業家による創業やベンチャー企業の創出・育成を促進する。

5. 企業の誘致対策

企業誘致は、県外流出が続く若年層の地元への定着やUターン希望者等に対

する就業の場の確保など、地域経済の均衡ある発展を図るうえで多大な効果を

発揮するものである。

一方で、企業誘致を取り巻く環境は、バブル崩壊後の景気低迷及び経済のグ

ローパル化の進展等により、今や企業が国や地域を選ぶ時代を迎えるなど極め

て厳しいものがある。

このため、立地地域への企業誘致については、的確な企業情報の収集と積極

的な企業訪問を実施し、各種の助成や融資制度などの優遇制度をはじめ、平成

14年5月に就航を開始した唐津港と韓国釜山を結ぶ定期コンテナ航路の活用な

ど、立地環境の優位性についても積極的にPRし、優良企業の導入を推進して

いく。
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公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水及ひ、合併処理浄化槽を取り入れ、地

域の特性に応じ、実態にあった整備手法を選択することにより、計画的かつ効

率的な整備を推進していく。

特に、漁業の担い手にとっての生活の場である漁村は、地形的な制約から基

本的生活基盤整備が遅れているため、漁業集落排水施設を計画的に整備し、就

労環境の快適化を図る。

羽 高齢者の福祉その他の福祉の増進

1 .高齢者等の保健・福祉の向上及び増進の方針

介護が必要な高齢者も、ひとり暮らしの高齢者も、元気な高齢者も、すべて

の高齢者が、住み慣れた地域で健康で生きがいを持ち、安心していきいきと生

涯を送れる「明るく活力のある豊かな長寿社会Jを築くため、利用者本位の必

要な保健福祉サービスを提供できる体制の整備を進める。

また、少子化や障害者の社会参加意欲等に対応するため、「佐賀県障害者プ

ラン」や「さがエンゼルプランJに基づき、障害者保健福祉の充実や安心して

子供を産み育てることができる環境づくりを推進する。

同時に、「地域福祉計画Jの策定及びその推進に関する支援等を通じて、住

民参加の福祉活動を推進し、住民相互で支え合う地域社会の形成に努める。

なお、公共的施設の整備に当たっては、「佐賀県福祉のまちづくり条例j に

基づき、高齢者、障害者等が安全かっ円滑に利用できる施設等の整備を促進す

る。

医療については、「佐賀県保健医療計画」及び二次医療圏毎の「地域保健医

療計画」に基づき保健医療資源の適正な配置を図り、効率的な保健医療供給体

制の確保に努めるとともに、各保健・医療関係機関等との連携のもと、ライフ

ステージに応じた保健体制の整備等総合的な健康づくりを目指す「佐賀県健康

プラン」及び「佐賀県歯科保健計画（へ／レシースマイノレ佐賀21）」の推進を図

る。

2. 高齢者の保健・福祉の向上及び増進を図るための対策

立地地域は、すでに5人に1人が高齢者であるが、半島部であり、県内で唯

一離島を有するという地域特性等から、若年層の流失等により、今後さらに高

齢化が急激に進展することが予想される。
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防災及び国土の保全に係る施設の整備四

1 .防災の方針

防災は、県民の生命や財産を各種災害から守り、安全な暮らしを支え、災害

に強い県土づくりを推進する行政上最も重要な施策である。

このため、県では「佐賀県地域防災計画」に基づき、県、市町村、防災関係

機関及び県民等が一体となって総合的かっ計画的に災害対策を推進する。

原子力防災については、原子力発電所の安全対策を充実するとともに、「佐

賀県地域防災計画（第4編特殊災害対策）Jに基づき原子力防災体制の強化を

図る。

2. 国土保全の方針

立地地域の大部分は、玄武岩が風化した土壌で保水力に乏しいため、集中豪

雨等による山崩れ、土石流、地すべり、洪水等の自然災害が発生し易い状況に

あるため、住民が安全に安心して生活できるように、土砂災害対策や河川改修

等を推進する。

3. 消防救急施設

災害時における地域住民の被害を最小限に押さえるため、消防組織の強化や

消防団の活性化を推進し消防力の確保を図る。

また、救急救助技術の向上はもとより、資機材の充実強化を推進する。

4. 治山・治水対策等

立地地域の大部分は、玄武岩が風化した土壌で、保水力に乏しい地質にあるこ

とから、河川のm濫が起こり易く、過去幾度となく水害に見舞われており、こ

れらの災害を契機として、災害復｜日や河川改修を実施しているところであるが、

まだ、不十分である。

水害による生活・経済活動の停滞、交通機関の不通などの影響は、周辺地域

に対しでも多大な影響を及ぼすものと予想されるため、今後、河川改修事業を

促進し、地域の治水安全度の向上を図る。

また、森林の維持・造成を通じて山地に起因する災害から国民の生命・財産

を保全するため、治山事業の言十画的な推進を図る。

さらに、土石流、地すべり、がけ崩れ等の土砂災害から人命、財産等を守る

ため、砂防事業、地すベり対策事業、急傾斜地崩壊対策事業を総合的かっ計画

的に推進する。
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② 緊急輸送活動体制の整備

「佐賀県地域防災計画（第4編特殊災害対策）」に定める緊急輸送が迅速か

っ的確に実施できるようにするため、「佐賀県緊急輸送道路ネットワーク計

画」を基本として、防災上重要な施設を結ぶ道路や輸送拠点など各種施設の整

備を行い、円滑な輸送体制を確立する。

(3）各種施設整備について

① 道路

道路の整備に当たっては、「佐賀県地域防災計画（第4編特殊災害対策） J 

（資料編）に記載された道路またはその道路と連絡する原子力災害に備えて整

備を必要とする道路その他の立地地域内の道路であって、原子力災害が発生し

た場合において立地地域の円滑な避難または緊急輸送を確保するため必要なも

ので、国土交通省告示第1203号の基準に適合する道路の新設又は改築とする。

② 消防用施設

消防用施設等の整備に当たっては、原子力災害の発生又は拡大の防止に資す

るため必要なもので総務省告示第673号の適合する消防設備、防災行政無線設

備、その他消防の用に供する施設及び設備を立地地域及び広域応援要請に備え

た整備とする。

③義務教育施設

義務教育施設の整備に当たっては、「佐賀県地域防災計画（第4編特殊災害

対策）J（資料編）において避難施設として記載された施設又は立地地域内の施

設であって、原子力災害が発生した場合において、立地地域の円滑な避難の確

保に資するため必要なもので、平成13年 9月3日付け13文科初第579号の文部

科学大臣決定の基準に基づき、立地地域における義務教育施設の新築、増築又

は改築並びに木造以外の校舎の補強とする。

唖教育及び科学技術の振興

1 .教育の振興の方針

佐賀県では、平成 14年4月「佐賀県教育基本方針」を定め、一人ひとりが、

健全な社会の構成員として、豊かな人間性を培い、生涯にわたって自ら学ぶ意

欲を養うなど生きる力を育み、郷土や国家を担う責任を自覚し、国際的視野に
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4. 科学技術の振興の方針

平成 9年に策定した「佐賀県科学技術振興ビジョンJに基づき、『人・生

活・自然と融合・調和した科学技術』を基本理念として戦略的、総合的に地域

の科学技術の振興を図る。

立地地域内の学術研究機能としては、平成5年に「佐賀大学海浜台地生物生

産研究センター」が設置され、海浜台地における生物資源の開発・利用、生産

環境の保全、及び流通・情報システムの開発に関する研究が行われており、地

域産業界との交流・連携を促進していく。

また、科学技術を担う人材を育成するために子供たちが科学に触れ合う機会

を設けるとともに、科学技術において県内外で活躍する者を表彰する「佐賀県

科学技術奨励賞Jを活用するなど、科学技術に対する県民の理解の増進や科学

技術の振興を図っていく。
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原子力発電施設等立地地域振興計画事業一覧表

I基幹的な道路、鉄道、港湾等の交通施設及び通信施設の整備

番号 事業名 事業概要 特例措置
の適用

1 
西九州自動車道

浜玉IC～北波多IC
の整備

一般国道204号 道路改築 。2 
佐志バイパスの整備 L;5,250m 

一般国道204号 道路改築
※ 3 

唐房バイパスの整備 L;2,300m 

一般国道204号 道路改築
※ 4 

湊バイパスの整備 L;2,000m 

主要地方道「唐津呼子線」 道路改築
※ 5 

唐房工区の整備 L;2,200血

主要地方道「浜玉相知線j 道路改築
6 

鏡工区の整備 L;l,800m 

主要地方道「肥前呼子線」 道路改築
7 

長倉工区の整備 L;900m 

主要地方道『肥前呼子線」 道路改築
8 

犬吠工区の整備 L;l,900m 

主要地方道「唐津北波多線j道路改築
※ 9 

竹木場工区の整備 L;2,650m 

一般県道「鷹島肥前線j 道路改築
10 

星賀工区の整備 L司，932m

事業期間 期間内事業費
所管省庁事業主体 事業実施箇所

（予定） （単位：百万円）

国土交通省 唐津市 S63～ 未定 国土交通省

佐賀県
唐津市神田～

S58～Hl6 1,201 国土交通省
唐津市佐志

佐賀県
唐津市唐房～

未定 未定 国土交通省
唐津市鳩川

佐賀県
唐津市相賀～

未定 未定 国土交通省
唐津市湊町

佐賀県
唐津市唐房～

未定 未定 国土交通省鎮西町岩野

佐賀県
唐津市鏡～

H6～Hl6 390 国土交通省唐津市鏡

佐賀県
玄海町長倉～

H7～Hl6 163 国土交通省玄海町長倉

佐賀県
玄海町犬吠～

HlO～Hl6 650 国土交通省
玄海町犬吠

佐賀県
唐津市竹木場～

H7～H20 4,764 国土交通省唐津市重河内

佐賀県
肥前町星賀～

H9～Hl8 4,302 国土交通省肥前町星賀

「特例措置の適用J欄の※印の事業については、事業採択時に最終的に判断する。
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番号

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

事業名

一般県道「星賀港線J
入野工区の整備

一般県道「高串港線」
田野工区の整備

一般県道「納所入野線J
納所工区の整備

一般県道「加倉仮屋港線」
有浦上工区の整備

一般県道「加倉仮屋港線J
校去木工区の整備

一般県道『鎮西唐津線」
後川内地区の整備

田丁道f普思寺小加倉線J
今村工区の整備

町道「普恩寺小加倉線J
宮迫工区の整備

町道「座川内切木線J
湯野尾工区の整備

町道「外津値賀川内線j

外津工区の整備

町道『納所梅崎線J
梅崎工区の整備

事業概要 特例措置 事業主体

の適用

道路改築
佐賀県

L=l,OOOm 

道路改築
佐賀県

L=900m 

道路改築
佐賀県

L=l,200m 

道路改築
佐賀県

L=2,000m 

道路改築
佐賀県

L=l,500m 

道路改築
佐賀県

L=2,190m 

道路改築
玄海町

L=940m 

道路改築
玄海町

L=l,600m 

道路改築
玄海町

L=420m 

道路改築
玄海町

L=l,200m 

道路改築
肥前町

L=800m 

自

事業期間 期間内事業費
所管省庁事業実施箇所

（予定） （単位：百万円）

肥前町入野～
Hl3～Hl8 250 国土交通省

肥前町入野

肥前町田野～
H7～Hl6 284 国土交通省

肥前町田野

肥前町納所～
未定 未定 国土交通省

肥前町納所

玄海町有浦上～
Hl3～Hl7 1,232 国土交通省

玄海町有浦上

唐津市枝去木～
Hl4～H20 490 国土交通省

唐津市枝去木

唐津市後川内～
Hl2～Hl8 240 国土交通省

唐津市後川内

玄海町今村～
Hl4～Hl6 662 国土交通省玄海町今村

玄海町f直賀川内～
Hl4～Hl8 840 国土交通省

玄海町小加倉

玄海町湯野尾～
未定 未定 国土交通省

玄海町湯野尾

玄海町外津～
未定 未定 国土交通省玄海町値賀川内

肥前町梅崎～
未定 未定 国土交通省肥前町梅崎
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番号

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

事業名

町道『晴気線J
晴気工区の整備

町道「鶴牧入野線」
入野工区の整備

町道「前回筒江線」
石室工区の整備

町道「丸回線」
中野工区の整備

町道「早田横畑線j

打上工区の整備

町道「八反田宿線J
赤木工区の整備

町道「大田代笹の元線J
横竹工区の整備

町道「坊山支線j

呼子工区の整備

町道「呼子塩回線」
大友工区の整備

都市計画道路「大手口佐志
線（1工区）」の整備

都市計画道路f大手口佐志
線（2工区）Jの整備

都市計画道路「大手口佐志
線（3工区）Jの整備

事業概要 特例措置
の適用

道路改築
L=l,lOOm 

道路改築
L=200m 

道路改築
L=852m 

道路改築
L=1657m 

道路改築
L=801m 

道路改築
L=203m 

道路改築
L=780m 

道路改築
L=400m 

道路改築
L=650m 

街路整備
L=545m 

街路整備
L=470m 

街路整備
L=800m 

事業期間 期間内事業費
所管省庁事業主体 事業実施箇所

（予定） （単位・百万円）

肥前町
肥前町晴気～

未定 未定 国土交通省
肥前町晴気

肥前町
肥前町入野～

未定 未定 国土交通省
肥前町入野

鎮西町
鎮西町石室～

未定 未定 国土交通省
鎮西町石室

鎮西町
鎮西町中野～

未定 未定 国土交通省鎮西町中野

鎮西町
鎮西町打上～

H14～H17 200 国土交通省鎮西町打上

鎮西町
鎮西町赤木～

未定 未定 国土交通省鎮西町赤木

鎮西町 鎮鎮西西町町横横竹竹～ 未定 未定 国土交通省

呼子町
呼子町呼子～

未定 未定 国土交通省呼子町呼子

呼子町
呼子町大友～

未定 未定 国土交通省呼子町大友

佐賀県 唐津市 H7～H18 1,160 国土交通省

佐賀県 唐津市 H7～H17 880 国土交通省

佐賀県 唐津市 H17～H27 2,500 国土交通省
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番号

34 

35 

36 

37 

38 

39. 

40 

41 

42 

事業名

都市計画道路
「東域内・町回線J

都市計画道路
「菜畑西の浜線1工区J

地域総合交通ターミナル整
備事業

唐津港統合補助事業

唐津港環境整備事業

星賀港改修事業

呼子港改修事業

呼子港海岸保全事業

離島航路の整備

事業概要 特例措置
の適用

道路改築
L=305m 

道路改築
L=360m 

唐津市ふるさと会館の再整
備、交通ターミナルの建設

岸壁（－4.5m) L=90m 
泊地（－4.5m)A=2,000rr1 
道路 L=90m 

緑地 A=48,680rr1 
水路 L=260m 

防法堤（西） L=120m 
岸壁（－5.5m) L=140m 
泊地（ー5.5m) A=23,000rr1 
道路 L=48m 

物揚揚（－3m) L=lOOm 
物揚揚（－2m) L=lOOm 
浮桟橋 1基
道路 L=580m 

護岸（補強） L=873m 

新船建造
・馬渡島航路
－向島航路

一」l

事業期間 期間内事業費
事業主体 事業実施箇所

（予定） （単位：百万円）
所管省庁

唐津市 唐津市 Hl5～Hl7 459 国土交通省

唐津市 唐津市 Hl7～H22 1,400 国土交通省

唐津市 唐津市 Hl8～H22 200 国土交通省

佐賀県 唐津市 Hl4～Hl7 435 国土交通省

佐賀県 唐津市 H7～Hl9 3,146 国土交通省

佐賀県 肥前町 H2～Hl8 2,267 国土交通省

佐賀県 呼子町 H6～H20 1,020 国土交通省

佐賀県 呼子町 Hl2～Hl9 3,120 国土交通省

航路事業者 鎮西町・肥前町 未定 未定 国土交通省
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E 農林水産業、商工業その他の産業の振興

番手 事業名 事業概要

土地改良総合整備事業
農業用用排水施設

1 L=3,958m 
「半田地区j

農道工 L=2,874m

畑地帯総合整備事業
農業用水路 L=49.0km

2 区画整理 A=905ha 
「上場I期地区J

農道ヱ L=23.5km 

畑地帯総合整備事業
農業用水路 L=70.8km
区商整理 A=643ha 3 

「上場E期地区J 農道工 L=35.9km 

畑地帯総合整備事業
農業用水路 L=49.4km

4 区画整理 A=898ha 
『上場皿期地区」

農道工 L 27.6km 

畑地帯総合整備事業
農業用水路 L=43.9km
区画整理 A=706ha 5 

「上場IV期地区」
農道工 L=33.6km 

6 
一般農道整備事業

AS舗装L=9,100m
『打上北部j

7 
一般農道整備事業

舗装工 L=20,500m
「南部地区J

8 
一般農道整備事業

舗装工 L=3,900m
「見借地区」

農道工 L=2,920m
ほ場整備A=l6.3ha

9 中山間地域総合整備事業
農業用用排施設 L=3,030m
農地防災 3ヶ所

「唐津東部地区J 集落排水施設整繍 L=l,430m
活性化施設1ヶ所
農村公園2ヶ所

10 
基盤整備促進事業

農道舗装 L=l,615m
「今里地区j

事業期間 期間内事業費
所管省庁特例措置 事業主体 事業実施箇所

（予定） （単位：百万円）
の適用

佐賀県 唐津市 Hl3～Hl5 26 農林水産省

唐津市・玄海町
S51～Hl5 11 農林水産省佐賀県

鎮西町・呼子町

唐津市・玄海町
S52～Hl5 126 農林水産省佐賀県

鎮西町

唐津市・肥前町
S52～Hl7 683 農林水産省佐賀県

玄海町

唐津市・肥前町
S53～Hl7 662 農林水産省佐賀県

玄海町

佐賀県 鎮西町 Hl2～Hl5 18 農林水産省

佐賀県 鎮西町 H20～H23 221 農林水産省

佐賀県 唐津市 H21～H22 63 農林水産省

佐賀県 唐津市 HlO～Hl5 20 農林水産省

玄海町 玄海町 Hl5 35 農林水産省
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番号

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

事業名

基盤整備促進事業
f玄海北西部地区j

基盤整備促進事業
「玄海南部地区」

基盤整備促進事業
「大薗地区j

基盤整繍促進事業
「棚橋地区J

地域水産物供給基盤整備事
業

「京泊漁港J

地域水産物供給基盤整備事
業

「京泊地区J

広域漁場整備事業

「第1玄海地区J

地域水産物供給基盤整備事
業

f馬渡島漁港J

地域水産物供給基盤整備事
業

「松島漁港J

漁港漁場機能高度化事業

「鎮西地区J

事業概要 特例措置
の適用

農道舗装 L=l,369m

農道舗装 L=4,l12m

農道舗装 L=3,05!m

農道舗装 L=3,389m

防波堤 L=!OOm

物揚場 L=80m

道路 L=!95m

護岸 L=70m

用地整備 A=2,780nf

増殖施設 A=l.8ha

（地先型増殖場）

増殖施設 A=l.Oha

（イカ類産卵場造成）

魚礁施設 A=3.0ha

防波堤 L=230m

浮桟橋 1基

防波堤 L=IOOm

物揚場 L=45m

浮桟橋 1基

船揚揚 L=l5m

用地整備 A=900nf

増殖施設 A=l.2ha

（地先型増殖場）

事業期間 期間内事業費
事業主体 事業実施箇所

（予定） （単位：百万円）
所管省庁

玄海町 玄海町 Hl6 28 農林水産省

玄海町 玄海町 Hl6～Hl7 78 農林水産省

玄海町 玄海町 Hl8 54 農林水産省

玄海町 玄海町 Hl9 66 農林水産省

肥前町 肥前町 Hl3～Hl7 270 水産庁

佐賀県 肥前町 Hl5～Hl6 150 水産庁

佐賀県 鎮西町、唐津市沖 Hl5～Hl6 150 水産庁

鎮西町 鎮西町 日14～Hl5 300 水産庁

鎮西町 鎮西町 Hl5～Hl9 1,080 水産庁

佐賀県 鎮西町沖 Hl5 100 水産庁



且

。3
C必

番号

21 

22 

事業名

広域漁港整備事業

「呼子漁港J

漁港漁場機能高度化事業

『小）11島t魚港J

事業概要 特例措置
・8 の適用

防波堤 L=50m

物揚揚 L=405m

道路 L=535m

浮桟橋 l基

用地整備 A=700rrf

防波堤 L=l70m

物揚揚 L=290m

事業期間 期間内事業費
事業主体 事業実施箇所

（予定） （単位：百万円）
所管省庁

佐賀県 呼子町 Hl3～H20 1,010 水産庁

呼子町 呼子町 Hl3～Hl5 108 水産庁
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E 生活環境の整備

番吾 事業名

1 簡易水道再編推進事業

2 星賀簡易水道改修

3 高串簡易水道改修

4 入野簡易水道改修

5 万賀里川地区簡易水道施設

6 
簡易水道未普及地域解消事
業

7 
簡易水道増補・基幹改良事
業

8 
水道施設遠方監視システム
設置整備事業

9 
小川島簡易水道海底送水管
布設事業

10 
農業集落排水資源循環統合
補助事業「座川内・湯野尾j

11 
農業集落排水資源循環統合
補助事業「小加倉・有浦下j

事業概要 特例措置
の適用

送・配水管施設新設

薬注施設改良、浄化施設改
良、貯水池法面補修

緩速ろ過池補修、思水池築
造、貯水池建設

配水池築造、配水管布設替
500m 

簡易水道新設

配水本管布設工L森＝2木，~00
m、ゆ50凹（一堂、

馬渡島簡易水道増補改良
加唐島簡易水道基幹改良

集中監視システム設置
10ヶ所

申100L=4,200m 

計画区域面積 1L6ha
計画処理人口 340人

計画区域面積 9.2ha
計画処理人口 370人

事業主体 事業実施箇所 事業定期）間
（予

玄海町 玄海町 Hl3～Hl7 

肥前町 肥前町 Hl6～H23 

肥前町 肥前町 Hl6～H23 

肥前町 肥前町 Hl6～H23 

肥前町 肥前町 Hl8～ 

鎮西町 鎮西町 Hl5 

鎮西町 鎮西町 Hl5～Hl6 

呼子町 呼子町 Hl6～Hl7 

呼子町 呼子町 Hl5 

玄海町 玄海町 Hl4～Hl7 

玄海町 玄海町 H15～H18 

期間内事業費
（単位：百万円）

3,750 

87 

328 

46 

151 

45 

40 

194 

389 

385 

414 

所管省庁

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

農林水産省

農林水産省

11 

" 
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番手

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

事業名

農業集落排水資源循環統合
補助事業「久里地区」

農業集落排水資源循環統合
補助事業「星賀地区」

農業集落排水資源循環統合
補助事業「加部島地区j

漁業集蒋環境整備事業

「菖津地区J

漁業集落環境整備事業

「馬渡島地区J

漁業集落環境整備事業

「小JIJ島地区J

特定環境保全公共下水道事
業（南部）

特定環境保全公共下水道事
業（北部）

公共下水道の裳備

事業概要 特例措置
の適用

計画区域面積 35.9ha
計画処理人口 1,290人

処理場建設
管路整備

計画区域面積 17.Bha
計画処理人口 635人

集落排水施設 l式

飲雑用水施設 l式

防災安全施設 l式

集落道 L;l,OOOm

用地整備 l式

集落排水施設 1式

防災安全施設 1式

用地整備 l式

集落排水施設 l式

飲雑用水施設 l式

防災安全施設 l式

集落道 L;2,370m

緑地広場 l式

用地整備 1式

計画区域面積 74ha
計画処理人口 3,000人

計画区域面積 64ha
計画処理人口 2,700人

下水道幹線・枝管
管渠整備

事業期間 期間内事業費
所管省庁事業主体 事業実施箇所

（予定） （単位・百万円）

唐津市 唐津市 Hl5～H20 1,170 農林水産省

肥前町 肥前町 日20～H27 200 農林水産省

呼子町 呼子町 Hl6～H20 725 農林水産省

肥前町 肥前町 Hl5～H20 800 水産庁

鎮西町 鎮西町 日12～Hl6 450 水産庁

呼子町 呼子町 Hll～Hl5 750 水産庁

玄海町 玄海町 Hl3～H22 4,275 国土交通省

玄海町 玄海町 Hl6～H23 3,774 国土交通省

唐津市 唐津市 HI5～H22 21,974 国土交通省
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番号

21 

22 

23 

事業名

特定環境保全公共下水道事
業

特定環境保全公共下水道事
業

公共下水道

事業概要 特例措置
の適用

下水道幹線・枝管
管渠整備

管路L=8,600m
中継ポンプB基
処理施設1筒所

52.0ha管渠12,900m
用地造成10,000rd

一一-JJ

事業期間 期間内事業費
所管省庁事業主体 事業実施箇所

（予定） （単位・百万円）

唐津市 唐津市 Hl5～H22 2,252 国土交通省

鎮西町 鎮西町 Hl8～H26 1,660 国土交通省

呼子町 呼子町 Hl7～H37 .6,468 国土交通省
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N 高齢者の福祉その他の福祉の増進

番手 事業名 事業概要

1 
健康福祉総合センター建設

福祉施設・保健施設の整備
事業

2 
神集島診療所医療機器等整 X線テレピ整備
備費

3 
高島診療所医療機器等整備 X線テレビ整備
費

4 
力日唐島診療所医療機器等整

解析付，b電計整備
備費

5 
馬渡島診療所医療機器等整 解析付心電計除細動器整備
備費

6 
小川島診療所医療機器等監
備費

官章子内視鏡システム整備

特例措置 事業主体

の適用

玄海町

唐津市

唐津市

鎮西町

鎮西町

呼子町

事業期間 期間内事業費
所管省庁事業実施筒所

（予定） （単位：百万円）

玄海町 Hl7～Hl9 1,200 厚生労働省

唐津市 日15 21 厚生労働省

唐津市 Hl6 21 厚生労働省

鎮西町 Hl5 3 厚生労働省

鎮西町 Hl5 6 厚生労働省

呼子町 Hl6 8 厚生労働省
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V 防災及び国土の保全に係る施設の整備． 

番手 事業名 事業概要

I 
ため池等整備事業

堤体工L=lllm
「堀切地区j

2 
ため池等整備事業 堤体工L=69m
「諸補地区J

3 
ため池等整備事業

堤体工L=73m
「長倉地区j

4 
ため池等整備事業 堤体工L=60m
「加部良地区J

5 
ため池等整備事業

堤体工L=53m
「瀬戸地区」

6 
ため池等整備事業

堤体工.L=67m
「山ノ神地区j

7 
ため池等整備事業

堤体工L=l22m
「日の出松地区」

8 
ため池等整備事業

堤体工L=llOm
「湯野尾上地区j

地すべり対策事業 杭打工N=427本
9 f値賀川内2期」 水抜工N=l44本

10 
地すべり対策事業 杭打工N=242本
「犬頭2期j 水抜工N= 19本

11 
地すべり対策事業 杭打工N=l54本
「はえ崎2期地区j 水抜工N=45本

特例措置
の適用

J.! 

事業期間 期間内事業費
所管省庁事業主体 事業実施箇所

（予定） （単位・百万円）

佐賀県 唐津市 日13～HIS 72 農林水産省

佐賀県 玄海町 Hl3～HIS 45 農林水産省

佐賀県 玄海町 Hl4～Hl6 84 農林水産省

佐賀県 玄海町 HIS～Hl7 42 農林水産省

佐賀県 唐津市 Hl7～Hl9 105 農林水産省

佐賀県 肥前町 HIS～Hl9 21 農林水産省

佐賀県 玄海町 Hl6～HIS 158 農林水産省

佐賀県 玄海町 Hl7～Hl9 95 農林水産省

佐賀県 玄海町 S58～Hl6 231 農林水産省

佐賀県 肥前町 日10～Hl9 486 農林水産省

佐賀県 肥前町 HI！～Hl7 147 農林水産省
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番宅

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

事業名

地すべり対策事業
「柿の浦地区j

地すべり対策事業
「福浦地区j

消防施設整備事業

消防施設整備事業

消防施設整備事業

消防施設整備事業

消防施設整備事業

消防施設整備事業

事業概要 特例措置
の適用

杭打工N=113本
水抜工N=llO本

杭打工N=154本
水抜工N=106本

消防ポンプ自動車 1台 。
［消防団分］

消防ポンプ自動車 。
(CD-1)6台［消防団分］

小型動力ポンプ付積載車
7台
小型動力ポンプ積載車
13台
小型動力ポンプ 2台

消防ホ．ンプ自動車 l台 。
［消防団分1

小型動力ホ．ン7•付積載車
2台

高規絡救急自動車
2台（Hl8、21)

消防ポンプ自動車 。
2台［消防本部分］ (Hl6、21)

水槽付消防ポンプ自動車
l台［消防本部分］ (H22) 

事業期間 期間内事業費
事業主体 事業実施箇所

（予定） （単位・百万円）
所管省庁

佐賀県 肥前町 Hll～Hl7 160 農林水産省

佐賀県 肥前町 Hl4～Hl8 294 農林水産省

玄海町 玄海町 H22 14 消防庁

唐津市 唐津市 Hl5～H20 75 消防庁

肥前町 肥前町 Hl4～Hl9 68 消防庁

呼子町 呼子町 Hl7 16 消防庁

呼子町 呼子町 日17 10 消防庁

唐津・東松浦
広域市町村圏 唐津市
組合

Hl6、18、21、22 164 消防庁
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番号 事業名

20 消防施設整備事業

21 消防施設整備事業

22 消防施設整備事業

23 消防施設整備事業

24 消防施設整備事業

25 
防災行政無線デジタル化整
備事業

事業概要 特例措置
の適用

はしこ’車オーバーホ｝ル
2台（Hl6、18)

指令車 l台（Hl8)

救助工作車（II型）1台（Hl9)

原被搬送車 l台（H20)

高所放水車 1台（H20)

消防無線設備更新整備
一式（H20)

指令装置（II型）一式（H21)

災害連絡車 1台（H22)

資機材搬送車 l台（H22)

消防ポンプ宙動車
1台［消防本部分］ (Hl6) 。
高規格救急自動車
l台（H20)

災害連絡車 l台

消防ポンプ自動車 1台 。
［消防本部分］

災害連絡車 l台

親局デジタル化 。
屋外子局増設 15基

ヨ

事業期間 期間内事業費事業主体 事業実施箇所
（予定） （単位：百万円） 所管省庁

唐律・東松浦
唐津市広域市町村掴 Hl6、Hl8～H2: 605 消防庁

組合

唐津・東松浦
広峨市町村圏 肥前町
組合

Hl6、20 57 消防庁

唐津・東松浦
広域市町村圏 肥前町 H22 2 消防庁
組合

唐津・東松浦
広域市町村圏 呼子町 Hl7 25 消防庁
組合

唐津・東松浦
広域市町村圏 呼子町
組合

H22 2 消防庁

肥前町 肥前町 Hl4～Hl9 99 消防庁



・4
トー占

番号l 事業名

26 防災行政無線（更新）

27 防災行政無線（更新）

28 防火水槽整備事業

29 消防団拠点施設整備事業

広域基幹河川改修事業
30 

「町田Jll」

統合二級河川整備事業
31 

「佐志｝I IJ 

32 
通常砂防事業
『七ツ枝jllJ 

33 
通常砂防事業
「巌谷JII J 

地すべり対策事業
34 

「寺浦地区J

35 
地すベり対策事業
「星賀地区」

36 
急傾斜地崩壊対策事業
「原部田地区J

事業概要 特例措置 事業主体

の適用

親局1、中継局l、 。 鎮西町
屋外子局57

デジタル方式への移行 。 呼子町

防火水槽 13基 鎮西町

拠点施設2箇所（波戸・石室
鎮西町

地区）

改修延長 L=4,170m
築堤、掘削、護岸一式 佐賀県
橋梁改築 14橋

改修延長 L=2,90伽ロ
築堤、掘削、穫岸一式 佐賀県
橋梁改築 5橋

堰堤工 1基 佐賀県

寝堤工 1基 佐賀県

杭打工 N=3BO本
アンカー工一式 佐賀県
水抜工 N=237本

杭打工 N=l07本
佐賀県

水抜工 N=60本

もたれ擁壁工 L=500m 佐賀県

事業期間 期間内事業費
事業実施箇所

（予定） （単位・百万円）
所管省庁

鎮西町 Hl6～Hl7 317 消防庁

呼子町 Hl7 229 消防庁

鎮西町 日14～日18 45 消防庁

鎮西町 Hl5～日16 48 消防庁

唐津市 S5B～H29 3,313 国土交通省

唐津市 S63～H20 1,623 国土交通省

玄海町 Hl3～Hl7 220 国土交通省

肥前町 Hl3～Hl6 130 国土交通省

肥前町 H5～H20 1,527 国土交通省

肥前町 Hl4～Hl8 300 国土交通省

唐津市 Hl2～Hl5 130 国土交通省



r 
~ 

斗

"" 

羽教育及び科学技術の振興

番号 事業名 事業概要

1 統合中学校建設事業 校舎新築

2 統合中学校建設事業 屋体新築

3 
長松小学校大規模改造事業 実施予定面積
（校舎老朽） 2,813rd 

長松小学校地震防災対策事 実施予定面積
4 

業（耐震補強） 2,529rd 

外町小学校大規模改造事業 実施予定面積
5 

（校舎老朽） 5,864rd 

外町小学校地震防災対策事 実施予定面積
6 

業（耐震補強） 5,834rrl 

7 
東唐津小学校大規模改造事 実施予定面積
業（校舎補強） 2,463rd 

8 
東唐津小学校大規模改造事 実施予定面積
業（校舎老朽） 2,463rrl 

9 
佐志小学校大規模改造事業 実施予定面積
（校舎補強） 8,086rrl 

10 
佐志小学校大規模改造事業 実施予定面積
（校舎老朽） 8,086rrl 

11 
入野小学校屋内運動場新婚 改築 鉄骨造 619nf
改築事業 新増築鉄骨造 275rrl

特例措置
の適用

。
。

。
。

。

。

旦

事業実施箇所
事業期間 期間内事業費

所管省庁事業主体
（予定） （単位．百万円）

玄海町 玄海町 Hl6 1,926 文部科学省

玄海町 玄海町 Hl7 430 文部科学省

唐津市 唐津市 Hl5 231 文部科学省

唐津市 唐津市 Hl5 133 文部科学省

唐津市 唐津市 Hl6～Hl7 480 文部科学省

唐津市 唐津市 Hl6～Hl7 309 文部科学省

唐津市 唐津市 Hl8 130 文部科学省

唐津市 唐津市 Hl8 202 文部科学省

唐津市 唐津市 Hl9～H20 450 文部科学省

唐津市 唐津市 Hl9～H21 702 文部科学省

肥前町 肥前町 Hl8 300 文部科学省



_, 
"" 

番号

12 

13 

14 

15 

事業名

馬渡島教職員住宅改修工事

名護屋小学校地震防災対策
事業

加唐小学校地震防災対策事
業

馬渡中学校体育館改築工事

事業概要 特例措置
の適用

A=240irl 

校舎A=3,640irl 。
校舎A=618irl 。
屋内運動場A=l,138irl 。

事業期間 期間内事業費事業主体 事業実施箇所
（予定） （単位・百万円｝

所管省庁

鎮西町 鎮西町 H18 65 文部科学省

鎮西町 鎮西町 H15～H16 459 文部科学省

鎮西町 鎮西町 H17 211 文部科学省

鎮西町 鎮西町 . H18 494 文部科学省
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